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２０１９年度予算編成にあたっての要望書
貴職に置かれましては、県民要求の向上のためにご尽力いただいておりますことに敬意を表します。
1月15日に来年度予算編成に向けた各部要求が公表されました。被災者支援のさらなる拡充、子どもの居場所づくりへの支援や夜間学び直し推進事業などは、求められている課題に必要な対策を講じようとするものでたいへんうれしいものです。一方、保健福祉分野では、小児医療費補助対象年齢の拡大や障害者医療費助成の見直しがおこなわれないこと、教育分野では、競争に拍車をかけ教育現場や子どもたちを苦しめる学力定着状況確認テストを行うことなど、大変問題だと感じています。
地方自治体のもっとも大事な仕事は、住民の福祉を増進し、教育・子育てへの責任を果たすことです。この立場で住民の切実な声を予算案に反映させていただきたく要望いたします。なお、防災対策については別に要望させていただきます。
記
（１）暮らし・福祉に関する施策の充実を
　１．子育てにかかる父母負担を軽減するための諸施策を充実すること。

①単県医療費公費負担制度において、県が定めている自己負担をなくすこと。
②小児医療費公費負担制度の対象年齢を拡大すること。
③障害がある子どもの医療費は、高校卒業年齢まで無料にすること。

　２．保育所待機児童解消など子育て支援策を充実すること。

①保育所待機児童を残したまま「無償化」を実施することは、保育を利用できる人とできない人との格差を広げることになる。保育士の給与補助など認可保育園の増設が促進される施策を県としても講じること。
②公立保育園・幼稚園の「無償化」についても、国・県が一定の財政負担をおこなうこと。
③ひとり親家庭、低所得家庭の子どもの生活・学習支援を充実すること。

③「子どもの貧困」対策を強化すること。

　３．国民健康保険料（税）の負担軽減に県としてもとりくむこと。

①国保財政に、県として独自の財政支援をおこなうこと。

②各種保険事業への支援策を充実すること。
　４．どこに住んでいても高齢者・障害者の尊厳が守られ、安心して制度が利用できるよう施策を充実すること。

①介護サービスや高齢者医療について、県として、利用者の負担軽減策を講じること。
②希望する人が入所できるよう特別養護老人ホームを整備すること。

③障害福祉サービスを利用する障害者が高齢になった場合、年齢によらず継続してサービスを受けることができるようにすること。
④高齢になった障害者が障害福祉サービスと併用、または単独で介護サービスを利用する場合、利用料負担はゼロにすること。

⑤小規模の介護事業所への支援、障害者就労支援施設で障害者がおこなう仕事を確保するための支援や工賃引き上げのための支援を充実すること。
⑥障害者の地域生活を支援する施設を拡充すること。
⑦障害者の医療費自己負担は無料にすること。精神障害も対象にすること。
⑧介護や障害者支援に携わる職員の処遇改善のための施策を、県としても講じること。

５．障害者差別解消法にもとづくとりくみを全庁体制で強めること。

６．安心・安全の医療・介護のため、県としても専門職の養成・定着に力を入れること。
７．やむなく税や国保料を払えなくなった方々へ、行きすぎた徴収対策をおこなわないこと。

①住民の命と暮らしを守ることが公務員の任務であることに鑑み、生存権を脅かすような強権的な徴収をおこなわないこと。

　②滞納が生じた原因や生活・生業の実態を十分把握し、生活全般の立て直しに結びつく福祉的な支援をあわせておこなうこと。
８．公共交通過疎地域における交通確保とともに、全県的に公共交通の利用を促進するための施策に力を入れること。
９．人口減少地域において商店（食料品、日常生活用品）を維持するための施策を講じること。

（２）子どもたちの学ぶ喜び・知る喜びを大きくする教育を
１．正規教員を増員すること。再任用教員は定数外で配置すること。

　　採用にあたっては、従来の特別採用にとどまらず、数年の講師経験者は一定の試験（論文・面接など）に合格すれば正規採用するなど思い切った対応も検討すること。
２．全国学力・学習状況調査、県学力・学習状況調査を中止すること。全国学力テスト順位を県計画の目標とすることはやめること。来年度要求の「学力定着状況確認テスト」、１７年度から実施されている高校生の学力調査も中止すること。

３．学校で警察官の力を借りるのは、やむを得ない場合に限ること。
４．引き続き私学助成を拡充し、父母負担の軽減をはかること。
５．学費等への支援策を講ずること。
　①来年度要求の被災した高校生への奨学金について、対象の所得枠を拡大すること。

②県立高校、県立大学について、被災者の入学試験料および入学金を減免する制度を設けること。同じ制度を実施する私学へ補助制度を設けること。
③県として、高校生・大学生を対象に給付制奨学金制度を創設すること。
④奨学金を借りた人を直接支援する奨学金返還支援制度を岡山県でもおこなうこと。
⑤県立大学の学費を引き下げること。
６．特別支援学級の編成について、１学級に４以上の学年となるような編成は直ちになくすこと。また、１学級に３学年の編成についても例外を除き計画的になくすこと。
　７．県立図書館の図書購入費を増額すること。
　８．夜間中学の設置に向けたとりくみをさらにすすめること。

（３）地域に根ざした産業の振興を
１．中小企業、小規模事業者が雇用を増やし、設備投資にとりくむなど、元気に経営ができるようにするための各種支援を強めること。大企業に対して地域貢献、中小企業や小規模事業者への支援をさらに強く求めること。
①小規模事業者の実態調査をおこない施策に反映させること。
②下請け代金が適正な金額となるよう調査し、必要に応じて親会社への監督、要請をおこなうこと。
　　③公契約条例を制定すること。
　　④公務職場で働く各種相談員、非正規雇用の若年労働者の賃金を引き上げること。
　　⑤住宅や商店のリフォーム補助制度をつくること。
⑥小規模事業者に利用しやすく工夫した「ものづくり補助金」、新たな事業展開だけでなく「事業持続化補助金」などをつくること。
⑦「小口特別保証」など１００％保証の融資制度を拡充すること。

２．農林水産業の振興、特に家族経営、小規模経営への支援も強化すること。
　３．種子を守る条例を制定するなど、種子を守るとりくみを強めること。
　４．外国人労働者を受け入れる（ている）企業に対し、労働者の権利を保障するよう徹底すること。外国人労働者の相談窓口を充実すること。
（４）その他
１．倉敷駅付近連続立体交差事業はきっぱり中止を決断すること。
２．地球温暖化防止対策において、「ゼロ炭素」を実現する目標を掲げ、大量排出事業者には大幅な温室効果ガス削減を求めること。県庁および県関係施設での温室効果ガス削減に率先してとりくむこと。
４．自然エネルギーの開発・普及を促進すること。大規模発電施設の建設については、住民合意を大前提にすることを県条例に明記すること。
５．産業廃棄物や残土の県外搬入を禁止すること。
６．国に対し以下の点を求めること。
　①消費税の１０％への増税は中止すること。

　②国民健康保険制度への国の負担を増額すること。

　③生活保護基準の引き下げをおこなわないこと。

　④陸上自衛隊日本原演習場での米軍単独訓練を受け入れないこと。

　⑤核兵器禁止条約を批准すること。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
